
様式第１号（第４条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付申請書

標記補助金の交付を受けたいので、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第４条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　事業の内容

	実証実験の名称
	

	研究シーズ等
先端技術の
概要
	※研究シーズ等の先端技術の概要、期待される効果、地域への貢献性

	実施時期
	

	実施場所
	

	実証実験項目
	※実証する実験項目を箇条書きすること。


	実験の内容
	※上記実験項目毎に具体的な実験内容、目標値、スケジュール等を記載すること。


３　連携先　※連携先が複数存在する場合には、それぞれ記載すること。(表の追加も可)
	連携先名称
	

	部署・役職
	

	担当者名
	

	所在地
	〒

	連絡先
	※必要に応じて、事務局から連絡を行う場合あり。
電話番号：
メールアドレス：

	選定理由
	※製品化に要する特殊な技術や設備を有している等、今回連携先に選定した理由を記載すること。

	役割分担
	※実証実験等で実施する内容のなかで、申請者と連携先の役割を記載すること。


３　ビジネスプラン

	サービス化に係るスケジュール
	※　サービス化に向けてどのようなスケジュールで動き、いつまでにサービス化する見込みか。(概ね３年以内の製品化を見込んだプランを記載)

	ビジネスプラン
	※ サービスの対象者、提供形態、価格、収益の見込み、市場規模、事業化や販売などに関するパートナー等のビジネスプランに係る事項を詳細に記入すること。



４　実証実験におけるリスク管理
	
	実証実験で起こりうるリスク
	左記リスクへの対策案

	１
	（記載例）
ドローンが風にあおられ民家に落ちる。
	（記載例）
・天気予報を確認し、風速○m/s以上の場合は実証実験を延期する。
・周辺の民家に事前に説明を行う。

	２
	
	

	３
	
	

	４
	
	


　※想定されるリスクを全て記載すること。（まず起こりそうにないことも含める）
行が不足する場合は、適宜追加して記載すること。
５　経費の内容及び負担区分

	支出科目
※補助金対象区分・項目については、別表１を参照し、記載
	金額 （a）＋（b）　　　　　　　　
（単位：円）
	備考

（積算内容）
	添付した

見積書（写）の整理番号

	
	
	負担内訳
	
	

	
	
	(a)県補助金対象
	(b)自己負担
	
	

	区分
	項目
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	※消費税は自己負担欄へ記載
	※人件費根拠資料等は別途添付すること
※算出根拠がわかるように記載すること
	①

	計

	(a)+(b)　円
	(a)　　　円
【（注１）円】
	(b)　　円
	
	


※　備考欄には消費税等仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
※　【（注１）円】内には、県補助対象金額（a）に1/2を乗じた金額、または補助限度額である2,500,000円のいずれか低い額を記載すること。
６　補助事業完了予定年月日　　　令和　　年　　月　　日
※ 実施する実証実験の最終日から起算して30日を経過した日又は令和９年３月13日の
いずれか早い日で設定する
７　補助金の受領方法

　　口座振替払
	払込先銀行
	　　　　　　　　　銀行　　　　　　　支店

	預金種目
	１　普通　　２　当座　　３　その他（　　　　　　　　　　）

	口座番号
	

	（フ リ ガ ナ）

口座名義
	※ 口座名義は正確に記すこと



８　宣誓事項　※下記の□にすべてチェックすること。

□茨城県内に本店・本社・研究拠点を有する中小企業（中小企業基本法（昭和38年法律第154
号）第２条に規定する中小企業者）である。
□補助事業終了後も、引き続き３年以上県内に活動拠点を有し、事業活動を継続する予定である。
□県税に未納がないこと。
□民事再生法又は会社更生法による申立て等、補助事業の継続性について不確実な状況が存在していないこと。
□補助事業の実施にあたり、必要な許認可を取得し、関係法令を遵守すること。
□茨城県暴力団排除条例（平成22 年茨城県条例第36 号）第２条第１号から同条第３号及び同条第５号に規定する者ではないこと。
様式第２号（第５条関係）
科技第　　　　号
令和　年　月　日　
申請者　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県知事　大井川　和彦　
令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付決定通知書

令和　　年　　月　　日付けで申請のあった標記補助金については、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項（以下「交付要項」という。）第５条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定したので、通知します。

記
１　補助金交付の対象となる事業及び内容並びに補助事業に要する経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額の区分は、令和　　年　　月　　日付けで申請のあった令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付申請書に記載のとおりとする。
２　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は次のとおりとする。ただし、交付要項第７条第１項の規定に基づく補助事業の内容又は経費の配分が変更された場合における当該補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
	補助事業に要する経費
	金　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費
	金　　　　　　　　　　　　円

	補助金の額
	金　　　　　　　　　　　　円


３　補助事業を開始するときは、事前に事業の安全性を確認のうえ、別紙１「チェックリスト」及び別紙２「実証実験実施計画書」を提出することとする。

４　補助金の額の確定は、補助対象経費の実支出額に交付要項第３条第２項の補助率を乗じて得た額又は補助金の交付決定額（変更されたときは、変更後の額とする。）のいずれか低い額とする。
５　補助金にかかる消費税及び地方消費税相当額については、交付要項第４条第２項の定めるところにより、消費税及び地方消費税に係る仕入れ控除税額が明らかになった場合には、当該仕入れ控除税額を減額することとする。
様式第３号（第５条関係）

科技第　　　　号
令和　年　月　日　
申請者　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県知事　大井川　和彦　

令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金不交付決定通知書

令和　　年　　月　　日付けで申請のあった標記補助金については、不交付とすることに決定したため、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第５条第３項の規定により通知します。

様式第４号（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付申請取下書
令和　年　月　日付け　　第　　号をもって交付決定通知があった標記補助金の申請について、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第６条第２項の規定により、下記のとおり申請を取り下げます。
記
　取り下げる事由
様式第５号（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金変更（中止・廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助金について、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第７条第１項の規定により申請します。

記

１　変更内容
２　変更の理由
３　変更前後の補助対象経費等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	変更前
	変更後

	経費の区分・項目
	補助事業に要する経費
	補助対象
経　　費
	補助金額
	補助事業に要する経費
	補助対象
経　　費
	補助金額

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


様式第６号（第７条関係）
科技第　　　　号
令和　年　月　日　
申請者　　　殿
茨城県知事　大井川 和彦　　　　　
令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金変更（中止・廃止）承認通知書
　令和　年　月　日付けで申請のあった標記補助金に係る事業内容の変更については、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第７条第２項の規定により、下記のとおり承認したので通知します。
記
１　変更承認（変更交付決定）する内容は、令和　年　月　日付けで申請のあった変更（中止・廃止）承認申請書に記載のとおりとする。
２　変更後の補助事業に要する経費及び補助金の額については、次のとおりとする。
　
	補助事業に要する経費
	金　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費
	金　　　　　　　　　　　　円

	補助金の額
	金　　　　　　　　　　　　円


３　補助金交付の条件等については上記のほか、令和　年　月　日付け　　第　　号に記載のとおりとする。
様式第７号（第８条関係）
科技第　　　　号
令和　年　月　日　 
　茨城県知事　大井川 和彦　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　       　　　　　
令和８年度先端技術製品化促進事業遂行状況報告書
　令和　年　月　日付け　　第　　号をもって交付決定通知があった標記補助事業の遂行状況について、令和８年度先端技出製品化促進事業費補助金交付要項第８条の規定により報告します。
記
　事業の遂行状況等（　　月　　日現在）
	事業遂行状況

	

	補助金交付決定
	年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費に係る支出済額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円　


様式第８号（第９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金実績報告書

令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助事業について、下記のとおり事業を完了したので、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第９条第１項の規定により報告します。

記

１　補助事業完了年月日　　　　　令和　　年　　月　　日

２　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　事業実績の概要
	実証実験の名称


	

	研究シーズ等
先端技術の

内容
	

	実施期間
	

	実施場所
	

	成果
	※実証実験の概要、得られた知見・効果、課題等を詳細に記入してください。

	今後の予定
	※「４　提供予定のビジネスプラン」までどのような作業をするか記入してください。


４　提供予定のビジネスプラン
※ 実証実験の実施を踏まえてサービスの対象者、提供形態、価格、収益の見込み、市場規模、事業化や販売などに関するパートナー等のビジネスプランに係る事項を詳細に記入すること。
５　経費の内容及び負担額
	支出科目
※補助金対象区分・項目については、別表１を参照し、記載
	金額 （a）＋（b）　　　　　　　　
（単位：円）
	備考

（積算内容）
	添付した

証拠書類（写）の整理番号

	
	
	負担内訳
	
	

	
	
	(a)県補助金対象
	(b)自己負担
	
	

	区分
	項目
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	※消費税は自己負担欄へ記載
	※人件費根拠資料等は別途添付すること
※算出根拠がわかるように記載すること
※購入した物品等は、証拠書類と突合ができるように、具体的なメーカーや品名を記載すること。(別途添付も可)
	①

	計

	(a)+(b)　円
	(a)　　　円
【（注１）円】
	(b)　　円
	
	


※【（注１）円】内には、県補助対象金額（a）に1/2を乗じた金額、または交付決定額のいずれか低い額を記載すること。
６　添付書類

　・支出の証拠書類（請求書、納品書及び領収書等）の写し

　・実証実験の実施状況がわかる写真

様式第９号（第９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金に係る消費税等仕入控除税額報告書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助事業について、下記のとおり事業を実施したので、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第９条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　茨城県補助金等交付規則第14条に基づく確定額　　　　　　金　　　　　　　　　円

　（令和　　年　　月　　日付け　　　第　　号による額の確定通知額）

２　補助金の確定時に減額した補助金に係る消費税仕入控除税額　金　　　　　　　　　円（①）
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した補助金に係る消費税等仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　円（②）
４　補助金返還相当額（①－②）　　　　　　　　　　　　  　　金　　　　　　　　　円

　（注）事業主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。

様式第10号（第10条関係）
科技第　　　　号
令和　年　月　日　
申請者　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県知事　大井川　和彦　
令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金額確定通知書

令和　　年　　月　　日付けで実績報告のあった標記補助金については、茨城県補助金等交付規則（昭和36年茨城県規則第67号）第14条の規定により、下記のとおり補助金の額を確定したので、通知します。
記

１　事業名

２　補助金の確定額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円

様式第11号（第11条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金概算払請求書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知があった標記補助金について、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第11条第２項の規定により、下記のとおり申請します。

記

　１　概算払が必要な理由
　２　交付決定額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円（①）
　３　概算払受領済額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円（②）
　４　今回申請額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円（③）
　５　残額（①－②－③）　 　 金　　　　　　　　　　　　　　　円

　　（注）概算払が必要な理由と今回の申請額がわかる収支計画書等を添付すること。

様式第12号（第17条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
茨城県知事　大井川　和彦　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

令和８年度先端技術製品化促進事業に係る経過報告書
令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定の通知のあった標記補助事業について、令和８年度先端技術製品化促進事業費補助金交付要項第17条第２項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　補助対象の研究シーズ等の先端技術
２　事業実施の効果に関する状況
　(１)　実証した研究シーズ等の先端技術の製品化・事業化等の状況
　※製品化した製品の名称、提供方法（価格等）、販売状況、製品化に至っていない理由等

　(２)　企業の雇用増加数
３　今後の展望

４　現在県に求める支援等
　※県立試験研究機関の担当者の紹介、販路開拓の支援等
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